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(57)【要約】
　微細孔の網状組織及び複数の不連続部を含んで構成される炭素発泡材並びに炭素発泡材
の複数の不連続部の少なくともいくつかの上に析出した二次原料を含む複合発泡体。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　微細孔の網状組織及び複数の不連続部を含む炭素発泡材と、
　前記炭素発泡材の前記複数の不連続部の少なくともいくつかの上部又は内部に、複合発
泡体の約０．５重量％以上且つ約２５重量％未満の量だけ選択的に析出する二次原料と、
を含んで構成される複合発泡体。
【請求項２】
　前記炭素発泡材は、黒鉛発泡体を含む、請求項１記載の複合発泡体。
【請求項３】
　前記二次原料は、高分子化合物を含む、請求項１記載の複合発泡体。
【請求項４】
　前記二次原料は、熱可塑性高分子化合物を含む、請求項３記載の複合発泡体。
【請求項５】
　前記高分子化合物は、ポリビニルアラニン、ポリスチレン及びポリカーボネートのうち
少なくとも１つを含む、請求項３記載の複合発泡体。
【請求項６】
　前記二次原料は、ガラスを含む、請求項１記載の複合発泡体。
【請求項７】
　前記二次原料は、リン酸塩ガラス及びケイ酸塩ガラスのうち少なくとも１つを含む、請
求項６記載の請求項。
【請求項８】
　前記微細孔の網状組織を規定する構造要素の表面のうち少なくともいくつかには、二次
原料がほぼ存在しない、請求項１記載の複合発泡体。
【請求項９】
　前記複合発泡体は、５０，０００×１０-6Ω・ｃｍ以下の抵抗率値を有する、請求項１
記載の複合発泡体。
【請求項１０】
　前記複合発泡体は、木材を含んで構成される、請求項１記載の複合発泡体。
【請求項１１】
　微細孔の網状組織及び複数の不連続部を含んで構成される炭素発泡材であって、その炭
素発泡体が、５０，０００×１０-6Ω・ｃｍを上回らない抵抗率値を有するものと、
　前記炭素発泡材の前記複数の不連続部の少なくともいくつかの上部あるいは内部に、選
択的に析出する二次原料と、
を含んで構成される導電性複合発泡体。
【請求項１２】
　前記炭素発泡材は、黒鉛発泡体を含む、請求項１１記載の導電性複合発泡体。
【請求項１３】
　前記二次原料は、高分子化合物を含む、請求項１１記載の導電性複合発泡体。
【請求項１４】
　前記二次原料は、熱可塑性高分子化合物を含む、請求項１３記載の導電性複合発泡体。
【請求項１５】
　前記高分子化合物は、ポリビニルアラニン、ポリスチレン、及びポリカーボネートのう
ち少なくとも１つを含む、請求項１３記載の導電性複合発泡体。
【請求項１６】
　前記二次原料は、ガラスを含む、請求項１１記載の導電性複合発泡体。
【請求項１７】
　前記二次原料は、リン酸塩ガラス及びケイ酸塩ガラスのうち少なくとも１つを含む、請
求項１６記載の導電性複合発泡体。
【請求項１８】
　前記微細孔の網状組織を規定する構造要素の表面のうち少なくともいくつかには、二次
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原料がほぼ存在しない、請求項１１記載の導電性複合発泡体。
【請求項１９】
　鉛蓄電池であって、
　ハウジングと、
　該ハウジング内に配設される少なくとも１つのセルと、
　電解質と、
　複合発泡材を含む少なくとも１つの導電性部品と、
を含んで構成され、前記複合発泡材は、
　微細孔の網状組織及び複数の不連続部からなる炭素発泡材と、
　前記炭素発泡材の前記複数の不連続部の少なくともいくつかに析出する二次原料と、
を含んで構成される鉛蓄電池。
【請求項２０】
　前記少なくとも１つの導電性部品は、電流コレクタを含んで構成される、請求項１９記
載の鉛蓄電池。
【請求項２１】
　前記複合発泡材を覆う化学的活性ペーストを更に含んで構成され、それにより前記化学
的活性ペーストが炭素発泡材の少なくともいくつかの微細孔に侵入する、請求項２０記載
の鉛蓄電池。
【請求項２２】
　前記電解質は、酸性溶液を含む、請求項１９記載の鉛蓄電池。
【請求項２３】
　前記酸性溶液は、硫酸を含む、請求項２２記載の鉛蓄電池。
【請求項２４】
　前記炭素発泡材は、黒鉛発泡体を含む、請求項１９記載の鉛蓄電池。
【請求項２５】
　前記二次原料は、前記複合発泡材の約０．５重量％から２５重量％未満の間の量で、前
記複合発泡材に析出する、請求項１９記載の鉛蓄電池。
【請求項２６】
　前記複合発泡材の前記抵抗率は、５０，０００×１０-6Ω・ｃｍを上回らない、請求項
１９記載の鉛蓄電池。
【請求項２７】
　複合発泡体を製造するための方法であって、
第一極性の帯電を維持する二次原料、及び略極性溶媒を含む、処理混合液を提供すること
と、
　前記微細孔の網状組織及び前記複数の不連続部を含む前記炭素発泡材を、前記処理混合
液に暴露することと、
　前記第一極性と反対の第二極性の電荷を前記炭素発泡材に印加することと、
を含んで構成される複合発泡体を製造するための方法。　
【請求項２８】
　前記炭素発泡材は、黒鉛発泡体を含む、請求項２７記載の方法。
【請求項２９】
　前記略極性溶媒は、水、アンモニア、メタノール、及び酢酸のうち少なくとも１つを含
む、請求項２７記載の方法。
【請求項３０】
　前記第一極性は、正である、請求項２７記載の方法。
【請求項３１】
　前記第一極性は、負である、請求項２７記載の方法。
【請求項３２】
　前記二次原料は、高分子化合物を含む、請求項２７記載の方法。
【請求項３３】
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　前記第二極性の電荷の印加後、前記二次原料を後処理すること、を更に含んで構成され
る請求項２７記載の方法。　
【請求項３４】
　前記二次原料の後処理は、所定の温度に該二次原料を加熱することを含む、請求項３３
記載の方法。
【請求項３５】
　前記二次原料の後処理は、反応物質に前記二次原料を暴露することを含む、請求項３３
記載の方法。
【請求項３６】
　前記反応物質は、前記二次原料と前記反応物質間の化学反応をもたらすように設定され
る、請求項３５記載の方法。
【請求項３７】
　前記高分子化合物は、ポリビニルアラニン、ポリスチレン、及びポリカーボネートのう
ち少なくとも１つを含む、請求項２７記載の方法。
【請求項３８】
　前記二次原料は、リン酸塩ガラス及びケイ酸塩ガラスのうち少なくとも１つを含む、請
求項２７記載の方法。
【請求項３９】
　複合発泡体構成要素を強化するための方法が、
　二次原料及び溶媒を含んで構成される処理混合液を提供することと、
　微細孔の網状組織及び複数の不連続部を含んで構成される炭素発泡材を前記処理混合液
へ暴露することと、
を含んで構成され、
　前記炭素発泡材を前記処理混合液へ暴露することにより、前記炭素発泡材に前記二次原
料の少なくともいくらかを移動させ、該移動によって、前記二次原料が、前記複合発泡体
の約０．５重量％以上且つ約２５重量％未満の量で、前記複数の不連続部の少なくともい
くつかの上部あるいは内部に選択的に析出する、複合発泡体構成要素を強化するための方
法。
【請求項４０】
　前記溶媒は、略無極性物質を含む、請求項３９記載の方法。
【請求項４１】
　前記溶媒は、キシレン及び塩化メチレンのうち少なくとも１つを含む、請求項３９記載
の方法。
【請求項４２】
　前記炭素発泡材は、黒鉛発泡体を含む、請求項３９記載の方法。
【請求項４３】
　前記二次原料は、高分子化合物を含む、請求項３９記載の方法。
【請求項４４】
　前記高分子化合物は、ポリビニルアラニン、ポリスチレン、及びポリカーボネートのう
ち少なくとも１つを含む、請求項４３記載の方法。
【請求項４５】
　前記二次原料は、リン酸塩ガラス及びケイ酸塩ガラスのうち少なくとも１つを含む、請
求項３９記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複合材料に関し、より詳細には、導電性複合炭素発泡体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気化学的な電池、中でも例えば、鉛蓄電池やニッケルを基礎とした蓄電池は、少なく
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とも１つの正極電流コレクタ、少なくとも１つの負極電流コレクタ及び電解質溶液を含む
ことが知られている。例えば、従来の鉛蓄電池は、正極及び負極いずれの電流コレクタも
、鉛から構成される。これら鉛電流コレクタの役割は、充放電過程における電池端子との
間の電流運搬である。鉛蓄電池における電気的エネルギーの蓄積と解放は化学反応により
可能となるが、この反応は、電流コレクタ上を覆うペースト中で生ずる。正極及び負極電
流コレクタは、このペーストで被覆されて、それぞれ正極板及び負極板と呼ばれる。鉛蓄
電池の耐久性を制約するもので注目すべきは、正極板の鉛電流コレクタの腐食である。
【０００３】
　鉛電流コレクタの腐食率は、鉛蓄電池の寿命を決定する主な要因である。電解質（例え
ば、硫酸）が電池に添加され、電池が充電されると、硫酸への各正極板露出及び正極板の
アノード電位により、各正極板の電流コレクタは、継続的に腐食される。正極板電流コレ
クタにおいて、この腐食による損傷の影響が最も大きいものの一つには、体積膨張がある
。特に、鉛電流コレクタが腐食するときに、電流コレクタの原料金属である鉛から、二酸
化鉛が形成される。この二酸化鉛による腐食生成物は、二酸化鉛を作り出すために消費さ
れる鉛原料物質より大きな体積を有する。これら鉛原料物質の腐食及びその結果生ずる二
酸化鉛腐食生成物の体積増加が、体積膨張として知られている。
【０００４】
　体積膨張は、電流コレクタの変形及び伸張が生じる電流コレクタ上の機械的応力を発生
させる。電流コレクタの全体積がおよそ４から７％増加すると、電流コレクタは破壊する
可能性がある。結果として、電池容量は低下し、最終的には、電池の寿命は短くなるであ
ろう。加えて、腐食のかなり進行した段階においては、電流コレクタ内の内部短絡及びセ
ルケースの破裂が起こる可能性がある。これら腐食の影響はいずれも、電池内の１又は２
以上のセル破損を招き得る。
【０００５】
　鉛蓄電池の寿命を延長させる１つの方法としては、正極板電流コレクタの耐腐食性向上
がある。鉛蓄電池内の腐食過程を抑制するためにも、いくつかの方法が提案されている。
これらの方法には、鉛蓄電池内の有害な腐食過程を遅延又は抑制するために種々の形で炭
素を用いるものが含まれる。なぜならば、鉛蓄電池が一般的に動作する温度では、炭素は
酸化されないからである。例えば、米国特許公開番号第２００４０１２１２３８号では、
炭素発泡体が、鉛蓄電池に使用される電流コレクタとして提案されている。電流コレクタ
として炭素発泡体（例えば、黒鉛発泡体）を用いると、鉛電流コレクタの格子(grids)よ
りも、電流コレクタの耐腐食性が向上し、且つ表面積が増加し得る。この電流コレクタの
表面積増加は、電池の固有エネルギー及び電力を向上させ、それによって、電池性能がい
っそう高められる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、発泡体内に形成された微細孔網状組織の中には、発泡体構造内に帯電し
たイオンの挿入を可能にする複数の不連続部が存在し得る。これらイオンは炭素発泡構造
中に打ち込まれた楔のような役割を果たす。すなわち、これらイオンは、内部損傷（例え
ば、亀裂やはく離）を引き起こして、電流コレクタを早期故障へと導く。イオン挿入の影
響は、炭素発泡構造が黒鉛を含むときに、特によく見られる。さらに、不連続部により、
炭素発泡体と種々の化学的反応種との間の化学的相互作用を増進する反応部位が発生する
可能性がある。この化学的相互作用は、炭素発泡体の構造的完全性を損ない得るが、その
化学的反応性が、種々の形式の炭素発泡体に対し破壊作用を及ぼす可能性がある。
【０００７】
　本発明は、先行技術に存在する１又は２以上の問題あるいは欠点の克服を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の装置及び方法は、導電性複合炭素発泡体に関する。
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【０００９】
　本開示の一実施形態は、複合発泡体を含む。複合発泡体は、微細孔網状組織及び複数の
不連続部のいずれも含む炭素発泡材を含んでなる。複合発泡体は、さらに、炭素発泡材の
複数の不連続部の少なくともいくつかの上部又は内部に選択的に析出された二次原料を更
に含む。この二次原料は、複合発泡体の約０．５重量％以上且つ２５重量％未満の量にお
いて含まれる。
【００１０】
　別の実施形態において、導電性複合発泡体が開示されている。導電性複合発泡体は、微
細孔網状組織及び複数の不連続部を含む炭素発泡材を含んでなり、前記炭素発泡体は、５
０，０００×１０-6Ω・ｃｍ以下の抵抗率を有する。導電性複合発泡体は、炭素発泡材の
複数の不連続部の少なくともいくつかの上部に選択的に析出された二次原料を更に含む。
【００１１】
　さらに別の実施形態において、鉛蓄電池が開示されている。鉛蓄電池は、ハウジング、
ハウジング内に配設される少なくとも１つのセル、電解質及び複合発泡材を含む少なくと
も１つの導電部を含んでなる。複合発泡材は、微細孔の網状組織及び複数の不連続部を含
んで構成される炭素発泡材、並びに炭素発泡材の複数の不連続部の少なくともいくつかの
上部又は内部に配設される二次原料を含む。
【００１２】
　さらに別の実施の形態において、複合発泡体の製造方法が開示されている。その方法は
、二次原料及び実質的な極性溶媒を含んだ処理混合液を提供する工程を含む。その工程に
おいて、二次原料は、第一極性の帯電を維持する。その方法は、さらに、微細孔網状組織
及び複数の不連続部を含む炭素発泡材を処理混合液へ曝すこと、並びに炭素発泡材に対し
て第二極性電荷を印加すること、の工程を含む。なお、第二極性は、第一極性とは反対の
極性である。
【００１３】
　さらに別の実施の形態において、複合発泡部品を強化する方法が開示されている。その
方法は、二次原料及び溶媒を含んで構成される処理混合液を提供すること、並びに微細孔
網状組織及び複数の不連続部を含んで構成される炭素発泡材を処理混合液中へ曝すこと、
の工程を含む。その工程において、炭素発泡材を処理混合液へ曝すことにより、少なくと
もいくらかの二次原料が炭素発泡材に移動するので、二次原料が、複数の不連続部のうち
少なくともいくつかの上部又は内部に選択的に析出される。その析出量は、複合発泡体の
約０．５重量％以上且つ２５重量％未満である。
【発明の効果】
【００１４】
　発泡構造中の不連続部におけるイオン挿入が、電流コレクタの内部損傷を引き起こし、
早期故障を招く、という問題を改善することができる。また、発泡構造中の不連続部にお
ける、炭素発泡体と種々の化学反応種間の化学的相互作用が、炭素発泡体の構造的完全性
を損ない、破壊的作用を及ぼす、という問題を改善することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
　この明細書に組み込まれ、その一部を構成する添付の図面は、本発明の実施形態を図示
し、詳細な説明とともに、本発明の原理を説明する上で役立つものである。
【図１】本発明の例示的な実施形態による電池１０を示す。
【図２Ａ】本発明の例示的な実施形態による電流コレクタ２０を示す。
【図２Ｂ】電流コレクタ２０上に任意的に形成されるタブ２１の拡大図である。
【図３】約１００倍に拡大した例示的な炭素発泡体の二次元的表現である。
【図４】本発明の実施形態に合致する二次原料を伴う炭素発泡体を処理するための例示的
な方法を示す流れ図である。
【図５】本発明の実施形態に合致する二次原料を伴う炭素発泡体を処理するための別の例
示的な方法を示す流れ図である。
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【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に本発明の例示的な実施形態を、添付図面に図示される実施例に基づいて詳細に説
明する。可能な限り、同一の参照番号は、図面を通じて、同一あるいは同様の要素に言及
するために、用いられるものとする。
【００１７】
　図１は、本発明の例示的な実施形態による電池１０を示す。電池１０は、ハウジング１
１及びハウジング１１の外部にある端子１２を含む。ハウジング１１内には、少なくとも
１つのセル１３が配設される。電池１０は、単一のセル１３で動作可能であるが、電池１
０の所望の全電位を供給するため、複数のセルを直列又は並列に接続してもよい。
【００１８】
　それぞれのセル１３は、電解質溶液中に浸漬される正極板及び負極板、あるいは両電極
を交互に並べて構成される。電解質溶液の組成は、特定の電池の化学的性質に対応するよ
うに選択され得る。例えば、鉛蓄電池は、酸性電解質溶液を含んでもよい。適切な酸のい
ずれもが、鉛蓄電池の電解質を提供するために用いられる。ある特定の実施形態において
、硫酸は、電池１０の電解質溶液を提供するため、水と混合される。あるいは、他の化学
的性質を有する電池は、他の電解質を含む。例えば、ニッケルを基礎とする蓄電池は、水
と混合される塩基（例えば、ＫＯＨ）を含有するアルカリ性電解質溶液を含んでもよい。
【００１９】
　電池１０は、例えば、電流コレクタ、バス・バー(bus bar）及びその他本発明と合致す
る導電部など、少なくとも１つの導電部を更に含む。一実施形態において、各セル１３の
正極板及び負極板は、化学的活物質で充填又は被覆された導電性電流コレクタを含み得る
。化学的活物質の組成は、電池１０の化学的性質に依存する。例えば、鉛蓄電池は、鉛酸
化物あるいは鉛塩化物などの化学的活物質を含んでもよい。さらに、ニッケル・カドミウ
ム（ＮｉＣｄ）蓄電池のアノード板（すなわち正極板）は、水酸化カドミウム（Ｃｄ（Ｏ
Ｈ）2）物質を；ニッケル・水素蓄電池は、ランタン・ニッケル合金（ＬａＮｉ5）物質を
；ニッケル・亜鉛（ＮｉＺｎ）蓄電池は、水酸化亜鉛（Ｚｎ（ＯＨ）2）物質を；そして
、ニッケル・鉄（ＮｉＦｅ）蓄電池は、水酸化鉄（Ｆｅ（ＯＨ）2）物質を含んでよい。
ニッケルを基礎とする全ての蓄電池において、カソード（すなわち負極）板上の化学的活
物質は、水酸化ニッケルであってもよい。
【００２０】
　図２Ａは、本発明の例示的な実施形態による電流コレクタ２０を示す。電流コレクタ２
０は、薄い長方形の本体と、電流コレクタ２０と電気的接続を形成するために用いられる
タブ２１と、を含み得る。ただし、タブ２１は、いくつかの実施の形態においては、省略
されてもよい。
【００２１】
　図２Ａに示される電流コレクタは、正極板あるいは負極板のいずれかを形成するために
用いられる。前述したように、電池の電流コレクタを覆う活物質中における化学反応は、
エネルギーの蓄積及び解放を可能とする。所与の電流コレクタを正極板あるいは負極板の
いずれとして機能するかは、電流コレクタ材ではなく、この活物質の組成により決定され
る。
【００２２】
　正極、負極のいずれかを問わず、板の種類は、電流コレクタ２０のために選択される物
質に左右されないが、電流コレクタの材料及び構造は、電池１０の特性及び性能に影響を
与える可能性がある。例えば、充放電中、各電流コレクタ２０は、端子１２との間におい
て派生電流の運搬を行うが、端子１２との間における効率的な運搬のために、電流コレク
タ２０は導電性材料により形成されるとよい。さらに、腐食に対する電流コレクタ材の脆
弱性は、電池１０の性能に影響を与えるのみならず、電池１０の寿命にも影響を及ぼす可
能性がある。電流コレクタ２０のために選択された材料に加えて、電流コレクタ２０の構
造も電池性能にとって重要である。例えば、電流コレクタ２０上の有効総表面積は、電池
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１０の比エネルギー、比電力、及び充放電速度に影響を与え得る。
【００２３】
　本発明の例示的な実施形態において、電流コレクタ２０は、図２Ａに示されるように、
炭素発泡材から形成される。その材料は、ある程度の気孔率を示す、炭素あるいは炭素を
基礎とした物質を含む。ある実施形態においては、炭素発泡体は、黒鉛の発泡体を含み得
る。発泡体が炭素であるので、電解質や正極又は負極の電位にさらされたときでも、腐食
耐性がある。さらに、炭素発泡体の電流コレクタは、従前のコレクタと比較して、２００
０倍以上の総表面積を示し得る。
【００２４】
　開示される発泡材は、支柱及び微細孔の３次元的な網状組織を含有する炭素基礎材を含
み得る。その発泡材は、自然に発生する材料と、人工的に得られる材料と、のいずれか一
方又はその双方を含んで構成される。
【００２５】
　図２Ｂは、電流コレクタ２０上に任意で形成され得る、タブ２１の拡大図を示す。タブ
２１は、導電性物質で被覆され、電流コレクタ２０との電気的接続を形成するために用い
られる。タブ２１に加えて、電流コレクタ２０との電気的接続を確立するため他の適切な
構成が用いられてもよい。タブ２１を被覆するために用いられる導電性物質は、炭素発泡
電流コレクタよりも導電性の高い金属を含み得る。タブ２１を導電性物質で被覆すること
により、タブ２１の構造的な補強がもたらされるとともに、鉛蓄電池及びニッケルを基礎
とする蓄電池の高電流処理を可能とする適切な電気的接続が形成される。
【００２６】
　図３は、約１００倍に拡大した、典型的な炭素発泡体の２次元的な表現を示す。炭素発
泡体は、微細孔４１の網状組織を含む。これら微細孔により、各電流コレクタ２０の表面
積が増大する。炭素発泡体は、不連続部４３を更に含む。本明細書で用いられる用語“不
連続部(discontinuity)”は、炭素発泡材の固体構造内における開口部(openings)、亀裂(
cracks)、段差(steps)、ひび(fissures)、剥離(separations)、切れ目(chasms)、隙間(ap
ertures)、又は穿孔(perforations)のいずれをも意味すると理解される。不連続部は、肉
眼で又は顕微鏡下で観察される際、容易に視覚で捉えられる場合もあれば、十分に識別で
きない場合もあり得る。さらに、不連続部は、大きさ、形状及び構造が多様である。例え
ば、不連続部は、とりわけ発泡体内の微細孔壁上の毛髪上亀裂、又は黒鉛層間の切れ目状
剥離を含み得る。
【００２７】
　一実施形態において、炭素発泡体は、１センチメートル当り約４から約５０個で、少な
くとも平均粒径が約２００×１０-6ｍの微細孔を含み得る。しかし、他の実施形態におい
ては、微細孔の平均粒径は、より小さくなり得る。例えば、ある実施形態において、微細
孔の平均粒径は、少なくとも約４０×１０-6ｍであってもよく、さらに他の実施形態にお
いては、微細孔の平均粒径は、少なくとも約２０×１０-6ｍであってもよい。炭素発泡材
の微細孔の平均粒径の縮小は、発泡材の有効総表面積の増加という効果があるが、平均粒
径が２０×１０-6ｍ以下の微細孔は、化学的活物質が炭素発泡材の微細孔へ浸透するのを
遅延させ又は抑制させる。
【００２８】
　微細孔の平均粒径にかかわらず、炭素発泡体の全気孔率値は少なくとも６０％である。
換言すれば、炭素発泡構造の体積の少なくとも６０％は、微細孔４１内に含まれ得る。炭
素発泡材はまた、６０％未満の全気孔率値であってもよい。例えば、ある実施形態におい
ては、炭素発泡体は少なくとも３０％の全気孔率値を有してもよい。
【００２９】
　さらに、炭素発泡体は、少なくとも９０％の開放気孔率値を有する。そのため、微細孔
４１の少なくとも９０％は、隣接する微細孔に開放されている。したがって、微細孔４１
の網状組織は、略開放網状組織を形成する。この微細孔４１の開放網状組織により、それ
ぞれの電流コレクタ２０を覆う活物質が、炭素発泡構造内に浸透することが可能となる。
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微細孔４１の網状組織に加えて、炭素発泡体は、炭素発泡体を支持する網目状の構造要素
４２を含む。全体として、炭素発泡体の微細孔４１の網状組織及び構造要素４２により、
炭素発泡材は約０．６×１０3ｋｇ／ｍ3未満の密度となり得る。
【００３０】
　本発明の炭素発泡体の有する導電性により、電流コレクタ２０は、電池端子１２との間
又は電池１０の電位へのアクセスをもたらす他の導電性要素との間において、電流を効率
的に運搬することが可能となる。未処理の炭素発泡体は、ある形態においては、約１Ω・
ｃｍ未満の面積抵抗を示し、さらに他の形態においては、約０．７５Ω・ｃｍ未満の面積
抵抗となり得る。
【００３１】
　一実施形態において、炭素発泡体は、電流コレクタ２０を形成するために用いられる黒
鉛発泡体であってもよい。そのような黒鉛発泡体の一つは、ポコフォーム（ＰｏｃｏＦｏ
ａｍTM）という商標名で、ポコグラファイト社（ＰｏｃｏＧｒａｐｈｉｔｅ，Ｉｎｃ．）
から市販されている。黒鉛発泡体の密度及び微細孔構造は、炭素発泡体に類似し得る。黒
鉛発泡体と炭素発泡体との主な相違点は、構造要素４２を作り出す炭素原子の配向性であ
る。例えば、炭素発泡体においては、炭素原子は少なくとも部分的に非晶質である。一方
、黒鉛発泡体においては、炭素原子の多くは、黒鉛の層状構造で整列している。黒鉛構造
のこの整列する性質のために、黒鉛発泡体は、炭素発泡体より高い導電性を示し得る。未
処理の黒鉛発泡体は、約１００×１０-6Ω・ｃｍから約２５００×１０-6Ω・ｃｍのまで
の間の電気抵抗率値を示すが、場合によっては、黒鉛発泡体は、最大で５０，０００×１
０-6Ω・ｃｍの抵抗率値にまで達し得る。
【００３２】
　本発明の炭素発泡体及び黒鉛発泡体は、種々の天然物質を炭化及び黒鉛化の少なくとも
一方の工程に置くことにより得ることもできる。例示的な一実施形態においては、種々の
木種に対して炭化及び黒鉛化の少なくとも一方が施されて、電流コレクタ２０のための炭
素発泡材が製造される。木材は、天然の微細孔網状組織を含む。これらの微細孔は、細長
いものであり、線状に配向される。さらに、水分輸送という特性の結果、木材の微細孔は
、略開放構造を形成する。ある木種の微細孔は、開放気孔率値が少なくとも約９０％を示
すものもあり得る。木材の微細孔の平均粒径は、木種によって多様であるが、本発明の例
示的な実施形態においては、炭素発泡材を形成するために用いられる木材は、少なくとも
平均粒径約２０×１０-6ｍの微細孔を有する。
【００３３】
　多くの種類の木材が、本発明の炭素発泡体を形成するために用いられ得る。一般的木材
の場合、ほとんどの硬質木材は、本発明の炭素発泡電流コレクタの使用に適した微細孔構
造を有している。炭素発泡体の製造用に任意に選択される木材は、熱帯の自生地域を原産
とすることがある。例えば、四季の移り変わりが著しい気候で成長する木材とは異なり、
熱帯地域原産の木材は、明確な年輪構造をほとんど有しない。結果として、熱帯地域原産
の木材の多孔質網状組織は、年輪の存在により生じるある種の不均一性を欠くことがある
。炭素発泡体を製造するために用いられ得る典型的な木種には、オーク(oak)、マホガニ
ー(mahogany)、チーク(teak)、ヒッコリー(hickory)、楡、ササフラス(sassafras)、バビ
ンガ(bubinga)、椰子、及びその他多くの木材が含まれる。
【００３４】
　炭素発泡体を提供するために、木材を炭化工程に置くことで、炭化木材（例えば、炭素
発泡材）を製造する。例えば、摂氏約８００度から摂氏約１４００度までの間の温度で木
材を加熱することで、木材から揮発性成分を除去する効果が生じ得る。木材は、少なくと
も木材の一部を炭素マトリクス(carbon matrix)へ変化させるのに十分な時間、この温度
範囲に維持される。この炭化木材は、その木材独自の多孔質構造を含む。また一方で、そ
の炭素マトリクスにより、炭化木材は導電性及び耐腐食性を有することができる。炭化工
程において、木材は、所望の割合で加熱及び冷却がなされる。しかしながら、一実施形態
においては、木材／炭化木材の亀裂発生を最小限にするか、あるいは抑制するために、木
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材は、十分に時間をかけて加熱及び冷却がなされる。また、木材の加熱は、不活性環境下
で行われてもよい。
【００３５】
　炭化木材は、付加的な工程を伴うことなく、電流コレクタ２０を形成するために用いら
れるが、任意的に、黒鉛化木材（例えば、黒鉛発泡材）製造のために、炭化木材は、黒鉛
化工程に置かれる。黒鉛化木材は、少なくともその炭化マトリクスの一部が黒鉛マトリク
スに変化した炭化木材であり、前述したように、黒鉛構造は、非黒鉛型炭素構造と比較し
てさらに高い導電性を示す。炭化木材の炭素マトリクスの少なくとも一部を黒鉛マトリク
スに変化させるのに十分な時間、摂氏約２４００度から摂氏約３０００度までの間の温度
に加熱することで、炭化木材の黒鉛化は達せられる。炭化木材の加熱及び冷却は、所望の
割合で進行する。しかしながら、一実施形態においては、亀裂の発生を最小限にするか、
あるいは抑制するために、炭化木材は、十分時間をかけて加熱及び冷却される。また、炭
化木材の加熱は、不活性環境下で行われてもよい。
【００３６】
　不連続部４３は、種々の形状及び大きさを有するとともに、炭素発泡構造の多くの領域
に、不規則な間隔を置いて存在する。不連続部４３は、帯電したイオンの挿入を許容し、
また、炭素発泡構造上に、とりわけ腐食のための複数の反応部位を生み出す可能性もある
。特に、未処理の黒鉛発泡体は、ある化学環境下（例えば、鉛蓄電池内に存在する環境下
）に曝され、且つ不連続部４３が何らの処理もされない場合、不連続部４３を通して帯電
イオンの破壊的挿入を受け得る。例えば、活物質で被覆されて、電池中の電流コレクタと
して利用されるとき、未処理の黒鉛発泡構造は、層状の黒鉛構造を引き裂く楔によく似た
力を受け得る。電流コレクタの帯電性は、イオンを引き付けるとともに、不連続部４３の
内奥深く引き寄せるので、さらなる損傷が生じる。
【００３７】
　加えて、不連続部４３の表面は、多数の反応面積を提供するが、それによって、反応性
化学物質が作用して、基礎的な炭素構造を破壊する。そのような力は、さらなる亀裂を生
じさせて、不連続部４３の増加という結果を生じさせる。それによって、さらなる化学反
応部位、黒鉛の場合にはさらなる挿入、の発生を招く。結局、これらの力は、最終的に、
発泡体を介した導電路を完全な破壊に導く可能性があるが、これは、電流コレクタの機能
停止を、決定付けるものである。
【００３８】
　イオンの挿入を最小限にすること、反応面積を低減すること、及び導電性炭素発泡体に
付加的な構造補強を加えることの少なくとも一つのために、二次原料で処理を施すことが
可能であり、その処理の結果複合炭素発泡体を生ずる。例えば、不連続部４３に付随する
開口領域を実質的に閉塞あるいは制限するために、二次原料が、炭素発泡構造に、具体的
には、不連続部４３上あるいは周辺に析出される。不連続部４３上あるいは周辺に二次原
料を集中させることにより、不連続部４３は実質的に被覆あるいは密閉化される。それに
よって、帯電イオンに物理的な制限を生じさせ、その挿入を妨げ得る。同時に、有効反応
面積をも低減させ得る。炭素発泡体の残りの表面領域（例えば、不連続部がほとんど存在
しないか、全く存在しない領域など）は、実質的に二次原料によって被覆されないままで
あってもよい。不連続部４３は、物理的応力が集中する領域をも作り出すので、そのよう
な領域において付加的な支持を与えることで、炭素発泡体の構造的完全性をさらに高める
有益な効果も見込まれる。
【００３９】
　本発明に合致する一実施形態においては、炭素発泡体の処理に用いられる二次原料は、
高分子化合物やガラスなどの非導電性物質を含み得る。例えば、二次原料は、ポリビニル
アラニン(polyvinylalanine)あるいはポリカーボネート等の高分子化合物を含み得る。し
かしながら、二次原料は、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリ
テトラフルオロエチレン（登録商標名:テフロン）、ウレタン、ポリエステル、ポリビニ
ルピロリドン、ポリ塩化ビニル、又は本技術分野において周知であるその他適切な熱可塑
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性又は熱硬化性物質等の適当ないずれの高分子化合物をも含み得る。別の実施形態におい
て、二次原料は、例えば、リン酸塩ガラス、シリカゲルガラス、又はその他類似の派生物
質を含んでもよい。当業者であれば、本発明の範囲内にある限りは、他の多くの適当な物
質でも二次原料として用いることができることを認識すると考えられる。
【００４０】
　本発明に合致する一例において、二次原料は、複合発泡体の約０．５重量％以上且つ約
２５重量％未満の量で炭素発泡構造上に析出される。また、この実施形態においては、図
４及び５を参照してより詳細に説明される処理方法を用いることにより、二次原料を不連
続体４３上に集中させることができる。不連続部４３がほぼ被覆される一方で、炭素発泡
体の構造要素４２及び微細孔４１の表面は、実質的に二次原料で被覆されない状態にする
ことができる。この実施形態においては、複合発泡体による重量増加は、最小限に抑えら
れる。したがって、発泡体が鉛蓄電池内で利用される際には、対重量比で有益なエネルギ
ーを供給し得る。
【００４１】
　図４は、二次原料で炭素発泡体を処理するための例示的な方法を示す流れ図である。二
次原料を炭素発泡構造に用いるために、二次原料へ炭素発泡体を曝すのに適した処理混合
液が準備される（ステップ５０）。本明細書で用いられる用語“混合液 (mixture)”は、
溶媒と二次原料（固体又は液体）のいずれの組み合わせも含み得るものであり、結果とし
て、スラリー(slurry)、溶液、エマルション(emulsion)、懸濁液、あるいはコロイド調合
液(colloidal preparation)を生ずるものである。結果として生ずる組み合わせ（混合液
）は、多孔質かつ不規則状形状をした構造の表面、微細孔、及び不連続部の全体に広がり
得る。本明細書で用いられる用語“溶媒(solvent)”は、二次原料を取り込むそのような
いずれの混合液の部分に言及しているものとする。
【００４２】
　処理混合液の作製に先立って、まず二次原料の前処理が施され得る。例えば、二次原料
が固体状（例えば、ブロック）で得られる実施形態において、二次原料を粉末状あるいは
粒状にするために、二次原料にある種の機械的破砕あるいは粉砕が最初に施される。当業
者であれば、本発明の範囲を逸脱しない限りは、二次原料に施す前処理の他の方法が用い
られ得ることを理解すると思われる。例えば、二次原料がシート状で得られる場合に、そ
のシートを所望の大きさの切片にするために、切断及び研磨の少なくとも一つが施される
。
【００４３】
　二次原料の前処理がなされたなら、二次原料は、混合液の約０．０５重量％から２５重
量％までの間の量で溶媒に加えられる。一実施形態において、二次原料は、混合液の約０
．１重量％から０．５重量％までの量で溶媒に加えられてよい。その結果生じた処理混合
液は、時間的制約及び用いられた原料と溶媒に基づき、攪拌され、かき混ぜられるか、あ
るいは、自然と混ざり合うまで放置される。一実施形態において、溶媒は例えば水のよう
な極性溶媒を含み得る。極性溶媒の使用により、二次原料の粒子は、極性溶媒との摩擦あ
るいはその他の相互作用を通して帯電を生じる。これは、二次原料の粒子を引き寄せるた
めに、炭素発泡材上に反対の帯電を引き起こす意図で電位を印加するとき、有効となる可
能性がある。本発明に合致するその他の実施形態において、溶媒はまた、酢酸、アンモニ
ア及びメタノールを含み得る。当業者であれば、本発明の範囲から逸脱しない限り、その
他の極性溶媒が使用され得るということを、認識するものと思われる。
【００４４】
　二次原料を極性溶媒に加えることによって、二次原料の粒子はそれらの表面上に電荷を
発現し得る。これら粒子により発現する電荷は、二次原料の同種の粒子の相互反発を引き
起こす。また、この電荷により、粒子が混合液中で“浮遊した(suspended)”状態でいる
ことも可能にする。二次原料の粒子により発現する電荷は、正又は負となるが、これは、
二次原料及び用いられる極性溶媒に左右される。例えば、ポリカーボネート、ポリビニル
アラニン及びエポキシなどの二次原料が水と混合している場合、二次原料の粒子は、正の
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電荷を発現し得る。別の方法として、界面活性剤（例えば、ダボン-C(Darvon-C)、あるい
はメチルメタクリレート）がそのような処理混合液に加えられる場合には、界面活性剤が
存在する結果、正に帯電した二次原料の粒子が、負電荷で包囲されることになる。また、
他の二次原料は、界面活性剤を加えずに水と混合したときは、負の電荷を発現し得る。例
えば、ケイ酸塩などの二次原料の粒子は、水と混合したとき、負の電荷を発現する。
【００４５】
　処理混合液が準備されたなら、炭素発泡構造はその処理混合液へ曝される（ステップ５
２）。一実施形態において、処理混合液中へ曝すことには、その混合液中への炭素発泡構
造の浸漬が含まれる。したがって、微細孔４１、構造的要素４２及び不連続部４３など構
造全体が、処理混合液へ曝される。このような実施形態において、処理混合液が、炭素発
泡構造上の微細孔４１や不連続部４３に略浸透することを可能とする。あるいは、炭素発
泡構造は、完全に浸漬するのではなく、少なくともその一部が、混合液の液面より上に出
た状態で処理混合液に浸っていてもよい。当業者であれば、炭素発泡構造を処理混合液へ
曝すための、その他の多くの方法を用い得ることを理解するものと思われる。例えば、発
泡体に静電印加等を行いながら、処理混合液が、噴霧、滴下、揺動、塗布等され得る。
【００４６】
　炭素発泡構造が処理混合液中に曝されている間、処理混合液中の二次原料粒子により得
られる表面電荷と反対の極性を有する電位が、炭素発泡構造に印加される（ステップ５４
）。印加電圧に応答して、発泡体内に存在する不連続部４３の端部は、周囲の発泡構造よ
りも高い電流密度を示し得る。これは、通常、不連続部のない場合には存在したであろう
導電路が破壊されているため、不連続部により、その端部の周囲に電流が流れるからであ
る。この流れは、不連続部の端部に沿った電流集中と、不連続部から更に広がる他の領域
における電流密度の低減と、を引き起こす。このような不連続部周辺の電流集中の結果、
実質的により多数の帯電した二次原料の粒子が、不連続部４３上に引き寄せられ、かつ析
出する一方で、相対的により少数の粒子しか、残りの炭素発泡構造の構造的要素４２の表
面上に析出しないという状態を生じる可能性がある。
【００４７】
　本発明の実施形態に合致する非導電性二次原料の利用は、自己制御的(self-limiting)
であり得る。つまり、不連続部４３上の二次原料の析出と、炭素発泡構造とにより、関連
する電流密度が低減し、それによって、炭素発泡構造と二次原料の帯電粒子との間の引力
を低減するということである。さらに、二次原料の粒子が、処理混合液中から取り出され
てしまうので、析出に有効な粒子は、処理混合液中にほとんど存在しない可能性がある。
炭素発泡構造上に析出する二次原料の量は、電圧印加の継続時間、印加電圧の強さ、処理
混合液中の二次原料の含有量、処理混合液の輸送特性、不連続部４３の数及び密度、並び
に炭素発泡構造の表面積に関係する。ある実施形態において、二次原料を実質的に不連続
部４３上及び周辺に析出させるために、約５Ｖより小さい電圧（好ましくは５０×１０-3

Ｖから約１．４Ｖ）が、発泡体に印加され得る。電圧印加の継続時間は、発泡体の表面積
及び所望の被覆率により変化してよい。特定の炭素発泡構造の二次原料による付加的な被
覆が要求される場合には、より長い継続時間の電圧印加及び付加的な二次原料の処理混合
液への添加の少なくとも一方がなされる。逆に、より短い継続時間の電圧印加及び処理混
合液中へのより少ない二次原料の添加の少なくとも一方が、より少ない被覆率が求められ
る場合に利用される。
【００４８】
　所望の量の二次原料が炭素発泡構造上に析出したなら、その構造は、処理混合液から除
去かつ後処理され得る（ステップ５６）。後処理の必要性は選択される特定の二次原料に
より左右される。例えば、エポキシを基礎とする二次原料又は熱硬化性高分子化合物は、
後処理を必要とするのに対し、他の二次原料の場合には、その後処理は最小限又は不要で
あってよい。本明細書で用いられる用語“後処理(cure)”は、二次原料が経る工程であっ
て、その工程の結果、析出後且つその工程前に存在するものと異なる物質が最終状態及び
最終形状の少なくとも一方になる、いずれの工程（物理的、化学的、又はそれらの組み合
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わせ）も含むことを意味する。
【００４９】
　後処理は、炭素発泡構造及び二次原料に加えられる熱処理を含み得る。例えば、熱可塑
性高分子化合物が二次原料として選択された場合に、熱処理は、炭素発泡構造（及び析出
した二次原料）を摂氏約９０度から摂氏約３００度までの間の温度で加熱すること、約１
分から１０分の間その温度で保持すること、とを含み得る。熱可塑性高分子化合物は、加
熱すると、軟化、溶融又は液化し、その結果、高分子化合物が、炭素発泡体の不連続部４
３内及び周辺に流れることを可能とする。この高分子化合物を冷却すると、異なる形状（
流れ、あるいは他の要因による）で硬化し、基礎をなす炭素発泡構造に付着し得る。その
結果、ほぼ被覆された不連続部及び付加的な構造支持部を有する複合炭素発泡構造を生ず
る。別の実施形態においては、ガラスが二次原料として選択され得る。ガラスが二次原料
として選択された場合、熱処理は、炭素発泡構造（及び析出した二次原料）を摂氏約１８
０度から摂氏約８００度までの間の温度に加熱すること、及びその温度で約２時間から６
時間までの間保持すること、を含み得る。一般的な当業者であれば、後処理温度及びその
継続時間は、使用される二次原料にほぼ依存することを理解すると考えられる。
【００５０】
　後処理は、炭素発泡構造及び二次原料を反応物質へ曝すことも含み得る。例えば、炭素
発泡体上に析出するエポキシを基礎とする二次原料は、エポキシ硬化作用のある物質へ曝
され得る。このように曝すことで、エポキシは化学反応を起こして硬化し、その結果、不
連続部４３への略被覆及び付着を生ずる。反応物質へ曝すことは、例えば、炭素発泡構造
及び二次原料への反応物質の噴霧又は塗布など多数の方法を通して行われる。
【００５１】
　図５は、二次原料を用いて発泡構造を処理する別の例示的な方法を示す流れ図である。
二次原料で炭素発泡構造を処理する前に、炭素発泡体を二次原料へ曝すのに適した処理混
合液が準備され得る（ステップ６０）。
【００５２】
　処理混合液を作製する前に、二次原料の前処理が施される。例えば、二次原料が固体形
状（例えば、ブロック）で得られるような実施形態において、二次原料を粉末状又は粒状
にするために、二次原料にある種の機械的破砕あるいは粉砕が最初に施され得る。当業者
であれば、本発明の範囲から逸脱しない限りは、二次原料に前処理を施す他の方法が用い
られ得ることを理解すると思われる。例えば、二次原料がシート状で得られる場合に、そ
のシートを所望の大きさの切片にするために、切断及び研磨の少なくとも一方が施されて
もよい。
【００５３】
　二次原料の前処理に続いて、結果として生じる混合液の約１重量％から約１０重量％ま
での間の量だけ前処理された二次原料を、処理混合液を形成するために略無極性な溶媒に
添加し得る。一実施形態において、結果として生じる混合液の約４重量％から約６重量％
の間の量だけ前処理された二次原料が、溶媒に添加され得る。略無極性な溶媒の例として
は、キシレン、塩化メチレン、ベンゼン、ケトン、及びアセトンが含まれ得る。当業者で
あれば、本発明の範囲から逸脱しない限りは、その他多くの略無極性な溶媒が用いられ得
ることを理解すると考えられる。二次原料が無極性溶媒に添加されたなら、その混合液は
、準備の整った処理混合液を作製するために攪拌がされてもよく、あるいは必要に応じて
攪拌がされなくてもよい。
【００５４】
　処理混合液の準備に続いて、炭素発泡構造は、混合液中に曝され得る（ステップ６２）
。混合液へ曝すことには、“洗浄コーティング(wash-coating)”あるいは混合液中への炭
素発泡構造の浸漬が含まれる。したがって、その構造全体は、混合液中に曝され、その後
、炭素発泡構造は、混合液中から除去される。このような実施形態において、処理混合液
は、炭素発泡構造上の微細孔４１及び不連続部４３に実質的に浸透することが可能である
。あるいは、炭素発泡構造は、その構造の一部が、混合液の液面より上に出た状態となる
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ように、部分的に混合液中に浸漬されてもよい。なお、当業者であれば、炭素発泡構造を
処理混合液へ曝す他の方法が用いられ得ることを理解すると考えられる。例えば、処理混
合液が噴霧、滴下、揺動、塗布等されてもよい。
【００５５】
　混合液へ曝す間、炭素発泡構造体の不連続部に付随する毛細管現象により、より大量の
混合液（及び二次原料）が不連続部４３近傍及び内部に引き寄せられる。この毛細管現象
は、不連続部４３の被覆率を増進する一方で、構造要素４２の周囲表面の被覆率を最小限
にできる。さらに、処理混合液へ曝す時間を変化させることにより、炭素発泡体及びその
内部の不連続部上に析出する二次原料の量を制御することが可能となる。例えば、炭素発
泡構造が、約５重量％の量の二次原料を含む混合液に曝されると、継続して曝す時間に応
じて、結果として生ずる複合発泡体の約０．５重量％から２５重量％の間の量だけ二次原
料の析出を生じる。より長時間曝すことにより、炭素発泡体上における二次原料の析出量
は、より多量となる。他方、より短時間曝すことにより、より少量の析出量を生ずる結果
となる。
【００５６】
　炭素発泡構造を混合液から除去したなら直ちに、複合炭素発泡体上に二次原料を残しつ
つ、残存する溶媒は除去（例えば、蒸発）される（ステップ６４）。本発明に合致する一
実施形態において、複合炭素発泡体を真空中に置くことにより又はその構造に熱を加える
ことにより、溶媒の揮発性は増加し、それによって蒸発が促進され得る。また、複合炭素
発泡体の加熱については、（必要の場合に）後処理の二次工程を実施してもよい。別の方
法としては、溶媒を、その標準大気での揮発度に基づく速度で蒸発させてもよい。例えば
、キシレンは、高揮発性溶媒であるが、これを処理混合液の溶媒として用いることができ
、曝し処理に引き続き、標準大気下での蒸発が可能となる。溶媒の揮発度がより小さい場
合には、複合炭素発泡体からの除去を促進する付加的な手段が求められてもよい。さらに
、例えば、化学反応あるいは機械的方法などの他の方法が、複合炭素発泡体からの溶媒除
去に用いられてもよい。
【００５７】
　溶媒の除去に続いて、必要な場合には、二次原料が後処理される。後処理には、炭素発
泡構造及び二次原料へ加えられる熱処理が含まれる。例えば、熱可塑性高分子化合物が二
次原料として選択された場合、熱処理は、炭素発泡構造（及び析出した二次原料）を摂氏
約９０度から摂氏約３００度までの間の温度に加熱すること、及びその温度で約１分から
１０分までの間保持すること、とを含み得る。熱可塑性高分子化合物は、加熱されたとき
、軟化、溶融、又は液化し、その結果高分子化合物が炭素発泡体内の不連続部４３内及び
周辺に流れることを可能とする。この高分子化合物を冷却すると、異なる形状（流れ、あ
るいは他の要因による）で硬化し、基礎をなす炭素発泡構造に付着し得る。そして、結果
として、略被覆された不連続部及び付加的な構造支持部を有する複合炭素発泡構造を生ず
る。別の実施形態においては、ガラスが二次原料として選択され得る。ガラスが二次原料
として選択されると、熱処理は、炭素発泡構造（及び析出した二次原料）を摂氏約１８０
度から摂氏約８００度までの間の温度に加熱すること、及びその温度で約２時間から６時
間までの間保持すること、を含み得る。一般的な当業者であれば、後処理温度及びその継
続時間は、使用される二次原料にほぼ依存することを認識すると思われる。
【００５８】
　後処理は、炭素発泡構造及び二次原料を反応物質へ曝すことも含み得る。例えば、炭素
発泡体上に析出するエポキシを基礎とする二次原料は、エポキシ硬化作用のある物質へ曝
され得る。このように曝すことで、エポキシは化学反応を起こして硬化し、その結果、不
連続部４３への略被覆及び付着を生ずる。反応物質へ曝すことは、例えば、炭素発泡構造
及び二次原料への反応物質の噴霧又は塗布など多数の方法を通して行われる。
【００５９】
　本発明に合致するとともに、本発明の範囲及び精神から逸脱しない限り、言及されてい
ないその他の物質が構成要素の製造に用いられてよい。
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【００６０】
　本明細書と実施例は、以下の特許請求の範囲に示されている本発明の真の範囲及び精神
のための例示的なものとしてのみ考慮されることを意図するものである。

【図１】 【図２Ａ】
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【図２Ｂ】 【図３】
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【図４】
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【図５】

【手続補正書】
【提出日】平成21年8月18日(2009.8.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　微細孔の網状組織及び複数の不連続部を含む炭素発泡材と、
　前記炭素発泡材の前記複数の不連続部の少なくともいくつかの上部又は内部に、複合発
泡体の約０．５重量％以上且つ約２５重量％未満の量だけ選択的に析出する二次原料と、
を含んで構成される複合発泡体。
【請求項２】
　前記二次原料は、高分子化合物を含む、請求項１記載の複合発泡体。　
【請求項３】
　前記二次原料は、ガラスを含む、請求項１記載の複合発泡体。
【請求項４】
　前記微細孔の網状組織を規定する構造要素の表面のうち少なくともいくつかには、二次
原料がほぼ存在しない、請求項１記載の複合発泡体。
【請求項５】
　微細孔の網状組織及び複数の不連続部を含んで構成される炭素発泡材であって、その炭
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素発泡体が、５０，０００×１０-6Ω・ｃｍを上回らない抵抗率値を有するものと、
　前記炭素発泡材の前記複数の不連続部の少なくともいくつかの上部あるいは内部に、選
択的に析出する二次原料と、
を含んで構成される導電性複合発泡体。
【請求項６】
　鉛蓄電池であって、
　ハウジングと、
　該ハウジング内に配設される少なくとも１つのセルと、
　電解質と、
  複合発泡材を含む少なくとも１つの導電性部品と、
を含んで構成され、前記複合発泡材は、
  微細孔の網状組織及び複数の不連続部からなる炭素発泡材と、
  前記炭素発泡材の前記複数の不連続部の少なくともいくつかに析出する二次原料と、
を含んで構成される鉛蓄電池。
【請求項７】
　前記少なくとも１つの導電性部品は、電流コレクタを含んで構成される、請求項６記載
の鉛蓄電池。
【請求項８】
　前記二次原料は、前記複合発泡材の約０．５重量％から２５重量％未満の間の量で、前
記複合発泡材に析出する、請求項６記載の鉛蓄電池。
【請求項９】
　複合発泡体を製造するための方法であって、
　第一極性の帯電を維持する二次原料、及び略極性溶媒を含む、処理混合液を提供するこ
とと、
　前記微細孔の網状組織及び前記複数の不連続部を含む前記炭素発泡材を、前記処理混合
液に暴露することと、
　前記第一極性と反対の第二極性の電荷を前記炭素発泡材に印加することと、
を含んで構成される複合発泡体を製造するための方法。　
【請求項１０】
　複合発泡体構成要素を強化するための方法が、
　二次原料及び溶媒を含んで構成される処理混合液を提供することと、
　微細孔の網状組織及び複数の不連続部を含んで構成される炭素発泡材を前記処理混合液
へ暴露することと、
を含んで構成され、
　前記炭素発泡材を前記処理混合液へ暴露することにより、前記炭素発泡材に前記二次原
料の少なくともいくらかを移動させ、該移動によって、前記二次原料が、前記複合発泡体
の約０．５重量％以上且つ約２５重量％未満の量で、前記複数の不連続部の少なくともい
くつかの上部あるいは内部に選択的に析出する、複合発泡体構成要素を強化するための方
法。
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